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◼ 第74回(2022年6月28日)本委員会にて課題提起した検討事項①～④および、持続的需要変動対応分の必要
供給予備力について検討が完了したため、沖縄エリアへ適用要否を検討し、沖縄エリアの必要供給予備力につい
て改めて算定した。

【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/6/28) 資料2(抜粋)
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_02.pdf

本日の議論の対象

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_02.pdf
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【出典】第81回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2023/1/24) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_81_haifu.html

（参考）検討事項①～④の検討結果について

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_81_haifu.html
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◼ 稀頻度リスクについては、第75回(2022年7月20日)本委員会にて、季節によるリスク量に大きな違いは無いことから
年間を通してH3需要想定の1%を織り込むこととした。

【出典】第75回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/7/20) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_75_haifu.html

（参考） ①稀頻度リスクの見直し結果

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_75_haifu.html
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◼ 厳気象対応については、第78回(2022年10月19日)本委員会にて、春季・秋季についてはH3需要想定の2%、
夏季・冬季についてはH3需要想定の3%とすることとした。

【出典】第78回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/10/19) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html

（参考） ①厳気象対応の見直し結果

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_78_haifu.html
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◼ 第80回(2022年12月26日)本委員会にて、 EUE算定上適切と考えられる供給計画時点から実需給までの供
給力減少率をEUE算定向け計画外停止率と定義し、調査した結果下表のとおりとなった。

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

（参考） ③計画外停止率の見直し結果

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


7（参考）持続的需要変動対応の検討結果について

【出典】第77回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料1-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_77_haifu.html

◼ また、持続的需要変動の必要供給予備力は、暫定的に必要最低限な1%と整理されていたが、第77回本委員
会(2022年9月28日)において、当委員会の下に設置した「持続的需要変動に関する勉強会」での分析、検討を
踏まえ、2％とすることで整理された。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_77_haifu.html


8（参考）持続的需要変動対応の検討結果について

◼ なお、2023年度については引き続き1%の予備力確保。2024年度以降の扱いについては、容量市場における持
続的需要変動分の扱いとの整合も踏まえつつ、供給計画において小売り電気事業者が確保する予備率の在り方に
ついて、国と連携して検討していくとしている。

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html
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◼ 現在の沖縄エリアの供給信頼度基準（年間EUE基準値）は、最大発電機出力118MWを前提とした必要予備
率15%（203MW＝TSO確保分）に、厳気象・稀頻度リスク分（電源Ⅰ’）5.2%を考慮して、予備力を一
律とした場合の計算結果より、0.498kWh/kW・年としている。

（参考）現状の沖縄エリアにおける供給信頼度基準(年間EUE基準値)について
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◼ 一方、沖縄エリアの必要供給予備力は、運用実態を考慮し、最大発電機出力（最大244MW）からGF対象
ユニットのGF分を減少させ、供給信頼度基準（年間EUE:0.498kWh/kW・年）を満たす必要供給力を算定
し、予備力337MWとしている。

【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_03.pdf

（参考）現状の沖縄エリアにおける必要供給予備力について

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_03.pdf
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【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_03.pdf

（参考）沖縄エリアの必要予備力算定方法について

◼ 供給信頼度評価においては、常時GF４台運転の運用開始に伴い、GF対象の４台についてはGF分を最大出力
から控除した上でEUE計算を行い、必要予備力算定を実施している。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_03.pdf


12沖縄エリアのEUE算定見直し箇所について

◼ 沖縄エリアの必要供給予備力算定における見直し検討項目は、EUE算定向け計画外停止率および、電源Ⅰ’
（厳気象・稀頻度リスク対応分）と考えられる。

◼ EUE算定向け計画外停止率については沖縄エリアも含めた全国電源の調査結果であることから、従来同様、沖縄
エリアについても本土エリアと同一の停止率（火力4.3%）とすることが適当と考えられる。なお、本数値は本土エリ
アと同様に信頼度基準の再算定に用いることとする。
また、厳気象対応に用いる計画外停止率についても、これまでの検討結果を踏まえ当面は従来の2.6%を用いるこ
ととする。

◼ これらの見直しを反映することで、沖縄エリアの供給信頼度評価基準が見直されることとなる。

※朱書きの数値●●は後述

従来の供給信頼度基準
(8月ピーク時間帯のLOLP:0.3[日/月])

必要予備率15.0%（203MW＝電源Ⅰ）

電源Ⅰ’（厳気象対応・稀頻度リスク分）●.●%

再エネ(太陽光)大量導入を踏まえた
新しい供給信頼度基準

(年間EUE:●.●●●kWh/kW・年)

考慮

必要予備率に変換

年間EUE算定

沖縄エリアの供給信頼度基準の見直し

各月の必要予備力一律の場合

※前提条件:118MW(H3需要比率8.7%)を最大出力とする

EUE算定向け計画外停止率見直し（火力4.3%）
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◼ 集約方法を変更したことによる計画外停止率の変化と考えられることから、今回分析したEUE算定向け計画外停
止率をEUEのシミュレーションに反映したうえで、確保すべき予備率における停電量を再算定し、EUE評価における
信頼度基準を見直すこととした。

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

（参考）EUE算定向け計画外停止率の扱いについて

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html


14（参考）厳気象対応に用いる計画外停止率について

◼ 厳気象に限定した場合、EUE算定向け計画外停止率を用いることは不適合と考えられるため、厳気象対応に用い
る計画外停止率は当面は従来の2.6%を用いることとした。

【出典】第80回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022/12/26) 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/chousei_jukyu_80_haifu.html
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◼ 沖縄エリアの厳気象対応・稀頻度リスク分については、電源Ⅰ’必要量として算定され、持続的需要変動の必要量が
1%⇒2%に見直され、従来整理のとおり小売電気事業者にて調達すると仮定した場合、下式となる。
また、前述の通り電源Ⅰ’算定に用いる計画外停止率については、当面従来の2.6%のままとする。
➢ 電源Ⅰ´必要量

＝厳気象H1需要×103％
－｛（H3需要×102％＋電源Ⅰ必要量）×（１－計画外停止率）ー稀頻度リスク分｝

◼ 第58回の本委員会の算定条件※1と同様に、稀頻度リスク分として、牧港発電所9G・石川発電所2Gの発電機出
力118MWを最大出力として算出すると電源Ⅰ’必要量はH3需要比率4.2%（57MW※2）となる。
※1：H1需要、H3需要は2020年度の電源Ⅰ´算定諸元に整合させ2019年度供給計画の2020年度のデータを用いて算定
※2：2024年度電源Ⅰ’公募量については、本需要比率を用いて、2024年度の想定H3需要にて改めて算定を実施する

◼ なお、持続的需要変動の必要量見直しに伴う費用負担については国で議論中のため、2024年度向け公募の必要
量については、次回以降改めて提示予定。

沖縄エリアの電源Ⅰ’必要量（厳気象対応・稀頻度リスク分）の見直しについて

【出典】第58回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3（一部抜粋）
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_58_03.pdf

持続的需要変動1%⇒2%に見直し

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_58_03.pdf
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【出典】第60回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/060_03_00.pdf

（参考）持続的需要変動分の費用負担についての議論状況

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/060_03_00.pdf
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◼ 本土エリアの稀頻度リスクについては、年間を通して1%を考慮することとされた。

◼ 沖縄エリアにおいては、電源脱落の影響が大きいことから予備力を一律とする考え方を採用しており、現状でも必要
供給予備力の中に発電機１台脱落の影響が年間を通して考慮されている。

◼ また、電源Ⅰ’必要量においても追加的に稀頻度リスク分を考慮していることから、沖縄エリアにおいては引き続き電
源Ⅰ’の募集月に限定して稀頻度リスク分を考慮することでどうか。

【出典】第58回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_58_03.pdf

沖縄エリアの電源Ⅰ’必要量（厳気象対応・稀頻度リスク分）の見直しについて

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_58_03.pdf
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◼ 以上より、EUE算定向け計画外停止率および電源Ⅰ’必要量（厳気象対応・稀頻度リスク分）の見直しを供給信
頼度基準に反映した結果、沖縄エリアの供給信頼度基準(年間EUE基準値)は1.996kWh/kW・年と算定された。
※第58回本委員会にて沖縄エリアの供給信頼度基準を定めた際に適用した2020年度供給計画の2020年度のデータを用いて算定

従来の供給信頼度基準
(8月ピーク時間帯のLOLP:0.3[日/月])

再エネ(太陽光)大量導入を踏まえた
新しい供給信頼度基準

(年間EUE:1.996kWh/kW・年)

考慮

必要予備率に変換

年間EUE算定

沖縄エリアの供給信頼度基準の見直し

各月の必要予備力一律の場合

※前提条件:118MW(H3需要比率8.7%)を最大出力とする

EUE算定向け計画外停止率見直し（火力4.3%）

沖縄エリアの供給信頼度基準(年間EUE基準値)の見直し結果

必要予備率15.0%（203MW＝電源Ⅰ）

電源Ⅰ’（厳気象対応・稀頻度リスク分）4.2%



19（参考）沖縄エリアのEUE算定諸元について

EUE算定向け計画外停止率
の見直し

電源Ⅰ’必要分の見直し
持続的需要変動1%⇒2%

【出典】第58回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_58_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_58_03.pdf


20（参考）EUE算定向け計画外停止率変更の影響について

◼ EUE算定向け計画外停止率は、EUE算定の中で二項分布にて計画外停止分布を模擬し確率計算を実施している。

◼ 沖縄エリアにおいては、EUE算定の発電機模擬は14台のため、今回のEUE算定向け計画外停止率の見直しにより、
二項分布における計画外停止分布は下図の通り変化し、１台も計画外停止が発生しない確率が約15%程度減
少する。

◼ この影響により、年間停電量が増加し、信頼度基準は大きくなったと考えられる。

発電機停止が１台も発生しない
確率が約15%程度減少

1台も
停止
しない

1台
停止



21（参考）EUE算定向け計画外停止率変更の影響について

【出典】第40回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_40_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_40_03.pdf
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◼ 今回新たに算定された信頼度基準（年間EUE:1.996kWh/kW・年）を用いて、改めて運用実態を考慮し、最大
発電機出力（最大244MW）からGF対象ユニットのGF分を減少させ、沖縄エリアの必要供給予備力を算定し
たところ予備力342MW（予備率約25%）と算定された。

沖縄エリアの必要供給予備力の見直し結果

※沖縄エリアは、必要予備力を一律にした供給信頼度基準により算定

1.996kWh/kW・年

342MW



23見直し結果を反映した必要予備力の扱いについて（TSO調達とBG調達）

◼ 今回の見直しにより、沖縄エリアとして確保すべき必要予備力が342MWと算定された。

◼ 第62回本委員会（2021年6月18日）にて、沖縄エリアとして確保すべき予備力とTSOが確保すべき予備力との
ギャップは沖縄電力BGが確保すると整理されている。

◼ 仮に従来の整理の通り、持続的需要変動は小売電気事業者にて調達するという整理に則ると、沖縄TSOが確保す
べき必要予備力は203MW、沖縄電力BGが確保すべき必要予備力は、持続的需要変動の2%に加えて
139MWとなる。

139MW
(ギャップ分)

H3需要 小売BG確保

H3
H3×102%

沖縄エリアの
必要供給力

沖縄エリアの運用実態を
踏まえた必要予備力

大容量発電機を運転する
沖縄電力BGが確保すべき必要予備力

沖縄エリアのTSOが
確保すべき必要予備力

203MW

持続的需要
変動見直し

342MW



24（参考）これまでの必要予備力の扱いについて（TSO調達とBG調達）

【出典】第74回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_74_03.pdf


25まとめ

◼ EUE算定における諸課題の検討結果を踏まえ、必要項目を沖縄エリアへ反映し、沖縄エリアの必要供給予備力につ
いて再算定を実施した。

✓ 持続的需要変動の必要量が1%⇒2%に見直されたことに伴い、電源Ⅰ’必要量（厳気象対応・稀頻度リスク
分）はH3需要比率4.2%となった。

✓ EUE算定向け計画外停止率および電源Ⅰ’必要量の見直しを供給信頼度基準に反映した結果、沖縄エリア
の供給信頼度基準(年間EUE基準値)は1.996kWh/kW・年となった。

✓ 新たに算定された信頼度基準（年間EUE:1.996kWh/kW・年）を用いて、運用実態を考慮した必要供給
予備力を算定したところ沖縄エリアの必要供給予備力342MWとなった。

✓ 仮に従来の整理の通り、持続的需要変動は小売電気事業者にて調達するという整理に則ると、沖縄エリアの
TSOが確保すべき必要予備力は203MWであるため、沖縄電力BGが確保すべき必要予備力は、持続的需
要変動の2%に加えて139MWとなる。

◼ 新たな信頼度基準の適用タイミングについては、持続的需要変動対応分の扱いなども考慮のうえ、国・沖縄電力と連
携し対応を確認していく。


